
 
 

 

  

  
 平成 29 年３月 24 日 

各   位 

                        会 社 名   株式会社 大 林 組 

代表者名   取締役社長 白石 達 

（コード：1802、東証第一部、福証） 

問合せ先   経営企画室長 佐藤 俊美 

（TEL 03 – 5769 - 1701） 

 

大林組グループ「中期経営計画２０１７」の策定について 

～「目指す将来像」の実現に向けて～ 

 

当社は、本日開催された取締役会において、2017 年度（2018 年３月期）を初年度とする５カ年

の経営計画「大林組グループ中期経営計画 2017 ～目指す将来像の実現に向けて～」を決議しまし

たので、その概要をお知らせいたします。 

 

記 

 

１ 策定の趣旨 

大林組グループは、企業理念に掲げる「持続可能な社会の実現」を見据え、創業 150 周年（2042

年）の「目指す将来像」を描き、その実現へのロードマップの最初の５年間に達成すべき業績と取

り組む施策を「中期経営計画 2017」として策定しました。 

当社グループの業績は、国内建設市場の回復や生産性の向上を背景に大きく上向き、財務体質

の改善も順調に進むなど、2015 年度に３年を計画期間としてスタートした「大林組グループ中期

経営計画 2015」に掲げた目標を、最終年を待たずに概ね達成できる見込みとなりました。 

一方、当社グループの事業環境を見ると、日本経済は堅調に推移しているものの、英国の EU 離

脱や米国新政権の動向をはじめとする世界の政治・経済面での不透明感の高まり、世界各地での

テロの常態化など、その先行きは不確実性を増しています。また、様々な分野における技術革新

が想定を超えるスピードで加速度的に進展しており、当社グループには既存の枠にとらわれない

不断の進化や成長が求められています。 

このような状況の中で、過去最高益にある現在の業績を当社グループの総力をあげて維持、拡

大するとともに、事業環境の変化を成長の機会と捉え、将来への布石を打っていくため、１年前

倒しで新たな中期経営計画を策定し、事業を推進してまいります。 

 

 



 
 

自己資本額 9,000億円
利益剰余金 7,000億円

自己資本比率 40%

ネット有利子負債 ゼロ
有利子負債 2,500億円

現預金 2,500億円

売上高 ２兆円程度

営業利益 1,500億円程度

親会社株主に帰属する当期純利益 1,000億円程度

１株あたり当期純利益（EPS） 150円程度

自己資本当期純利益率（ROE） 10％超の水準

2021年度末　B/S（連結）

2021年度　P/L（連結）

大林組グループは
「ゼネコン」の枠にとらわれることなく成長を続け
事業環境の変化にしなやかに適応しながら
全てのステークホルダーの期待に応える

企業グループへと進化していきます

目指す将来像

最高水準の技術力と

生産性を備えた

リーディングカンパニー

多様な収益源を創りながら

進化する企業グループ＋
最高水準の技術力と

生産性を備えた

リーディングカンパニー

多様な収益源を創りながら

進化する企業グループ

２ 「目指す将来像」の概要 

当社グループの長期的な成長に向けて、創業 150 周年（2042 年）の「目指す将来像」を次のと

おり定めました。 

既存４本柱（建築・土木・開発・新領域）の強化を戦略の核に事業領域の深化・拡大、グローバ

ル化を加速し、その実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 「中期経営計画２０１７」の概要 

（１）基本方針 

ア 強固な経営基盤の構築 

大林組グループの総力をあげて、過去最高益にある現在の業績を維持・拡大させ、機会を

捉えた成長投資や想定外の事業環境の変動に対応できる強固な経営基盤を構築します。 

  イ 将来への布石 

事業領域の深化・拡大及びグローバル化を実行するための技術の開発・獲得、人材の育成、

新たなビジネスモデルの創出とこれらを支える戦略的な投資を実施します。 

 

（２）主な経営指標目標 
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１株あたり当期純利益（EPS）（円）

１株あたり配当金（円）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
見通し

2021 （年度）

配当性向 52.5% - 37.3% 111.7% 43.5% 26.6% 25.0% 20.4% 21.6%

■「最高水準の技術力と生産性を備えたリーディングカンパニー」であり続けるための継続的な投資

建設技術の研究開発

工事機械・事業用施設

■「多様な収益源を創りながら進化する企業グループ」の実現に向けた投資

不動産賃貸事業

再生可能エネルギー事業ほか

■機会を捉えた成長投資

M&Aほか

1,000億円

4,000億円５年間の総投資額

500億円

500億円

1,000億円

1,000億円

（３）株主還元策 

    連結配当性向 20～30％の範囲を目安として、長期にわたり安定した配当を維持することを第

一に、財務体質の一層の改善や将来に備えた技術開発、設備投資等を図るための内部留保の充

実を勘案のうえ、自己株式取得も含め、業績に応じた利益還元を実施します。 

 

   ＜１株あたり当期純利益（EPS）と１株あたり配当金の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）投資計画 

目指す将来像の実現に向けた「布石」として５年間で 4,000 億円の投資を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以 上  

  

 

 大林組グループ「中期経営計画２０１７」の詳細は、当社ウェブサイトに掲載しております。 

 ＵＲＬ http://www.obayashi.co.jp/ir/medium_term_plan 

 掲載日 平成 29 年３月 24 日 

 


